
特集 平成30年度 決算報告
　平成 30 年度歳入歳出決算が、議会において認定されました。市民の皆さんや事業所などから納めていただい
た税金などが、どのように使われたのかをお知らせします。
　一般会計では歳入決算額166億 677.7万円（前年度比11.3％増）に対し、歳出決算額161億 4,846.1 万円（前
年度比 11.8％増）となり、令和元年度へ繰り越した事業に充てるための財源 128.9 万円を除いた実質収支が 4
億 5,702.7 万円の黒字になりました。
　また、平成 30 年度のみの収支を示す単年度収支は 3,126.6 万円の黒字となりましたが、その額に実質的な黒
字・赤字の要素である平成 30 年度中の財政調整基金への積み立てや取り崩しを加味した実質単年度収支は、
2,692.0 万円の赤字になりました。

　健全化判断比率とは、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、当該比率に応じて財政
の早期健全化および財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図るための行財政上の措置を講ずることによ
り、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的とする「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ
き、各地方公共団体が算出・公表する指標のことです。
　公表するのは、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率（以下「健全化判断比
率」といいます。）の４指標と⑤資金不足比率です。
　平成 30 年度決算に基づき算定された弥富市の健全化判断比率および資金不足比率は、下表のとおりで、すべ
て基準は下回っておりますが、今後も慎重な財政運営に取り組みます。

　市は平成 30 年度末現在、特定の目的
のために 8 の基金を設けています。大き
く分けると一般会計の基金が 5（財政調整
基金など）、資金を運用する基金が 1（土
地開発基金）、特別会計の基金が 2（国民
健康保険支払準備基金など）あります。

※ 平成 30 年 1 月 1 日現在の弥富市の人口は 44,418 人、世帯数 17,503 世帯
※ 平成 31 年 1 月 1 日現在の弥富市の人口は 44,440 人、世帯数 17,776 世帯

■民生費
　介護保険特別会計繰出事務
　子ども医療費助成事業
■総務費
　新庁舎建設事業
　コミュニティバス運行事業
■教育費
　中学校エアコン設置工事
　平和教育推進事業
■衛生費
　ゴミ収集事業
　市営火葬場建設事業
■農林水産業費
　土地改良事業
■土木費
　道路改良事業
■消防費
　海部南部消防組合負担金

4億 3,184.2 万円
1億 9,944.2 万円

18億 5,962.7 万円
9,184.2 万円

1億　694.7 万円
1,655.5 万円

1億 9,433.6 万円
913.1 万円

1億 6,969.4 万円

2億 6,655.2 万円

6億 1,259.1 万円

基金 ( 将来の蓄え）の状況

特別会計

一般会計　歳出（性質別）

一般会計　歳出（目的別）一般会計　歳入

市債 ( 長期借入金）の借入状況

健全化判断比率などの公表

【一般会計の市債現在高】

健
全
化
判
断
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率

会　計　名

0.5万円

41億3,816.0万円

5億5,365.6万円

33億2,408.7万円

3億8,878.2万円

13億   408.0万円

97億   877.0万円

22億5,857.4万円

50,848円

129,039円

22億1,587.1万円

49,862円

124,655円

△4,270.3万円

△986円

△4,384円

0.5万円

40億5,705.4万円

5億4,995.4万円

32億5,666.7万円

3億7,376.8万円

12億7,248.7万円

95億   993.5万円

歳入決算額 歳出決算額

29年度末現在高

指　標 弥富市 早期健全化基準 財政再生基準
（単位：％）

指　標 特別会計 弥富市 経営健全化基準
（単位：％）

30年度末現在高 増  減

会計区分 29年度末現在高 30年度末現在高 増  減

主な歳出事業

土 地 取 得

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

農 業 集 落 排 水 事 業

公 共 下 水 道 事 業

合 　 計

①実質赤字比率

⑤資金不足比率

農業集落排水事業特別会計

公共下水道事業特別会計

13.28 20.00

18.28 30.00②連結実質赤字比率

③実質公債費比率 25.0 35.0

20.00

④将来負担比率 350.0

一般会計基金現在高

市民１人当たり

１ 世 帯 当 た り

一般会計

特別会計

合　　計

29年度末現在高 30年度末現在高 増  減

市民１人当たり

１世帯当たり

※資金不足比率がない会計は「－（該当なし）」で表示し、参考に資金剰余の比率を（△）で示しています。

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－（該当なし）」で表示し、参考に黒字の比率を（△）で示しています。

－

（△20.00）

－

（△22.87）

－

（△4.41）

－

（△6.33）

6.1

63.1

33,016円

73,971円

14億7,221.2万円

3億2,866.9万円

18億     88.1万円

260,067円

650,167円

227,051円

576,196円

115億5,736.3万円

74億8,433.4万円

190億4,169.7万円

100億8,515.1万円

71億5,566.5万円

172億4,081.6万円

地方消費税交付金
8億4,765.5万円
5.1%

総額
166億677.7万円
前年度比
11.3%増

市税
83億5,295.6万円

50.3%

市債
25億4,180.0万円

15.3%

国庫支出金
14億7,266.9万円

8.9%

県支出金
10億571.9万円

6.1%

繰越金
4億6,906.7万円
2.8%

使用料および手数料
3億5,319.2万円　2.2%

諸収入
2億3,283.4万円　1.4%

その他
1億5,181.5万円
0.9%

地方交付税
5億8,347.0万円
3.5%

その他
5億9,560.0万円
3.5%

自主財源
57.6%

依存財源
42.4%

総額
161億4,846.1万円

前年度比
11.8%増

　民生費
60億5,127.9万円

37.5%

総務費
33億2,923.5万円

20.6%

教育費
12億8,907.2万円

8.0%

公債費
11億4,460.2万円

7.1%

衛生費
10億6,709.5万円

6.6%

農林水産業費
9億9,543.8万円

6.1%

土木費
9億9,266.7万円

6.1%

その他
5億954.2万円
3.2%消防費

7億6,953.1万円
4.8%

扶助費
29億9,151.6万円

18.5％

その他
3億3,121.5万円
2.0%

人件費
25億678.0万円

15.5％

義務的経費
41.1％

投資的経費
19.8％

その他の経費
39.1％

公債費
11億4,200.4万円

7.1％

物件費
22億4,931.0万円

13.9％

補助費等
20億2,698.0万円

12.6％

繰出金
17億859.1万円

10.6％

普通建設事業費
31億9,206.5万円

19.8％
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